


政策テーマ：６．②脱炭素成長型経済構造への円滑な移行（GX）の推進
（政策評価軸：資源エネルギーの安定的かつ効率的な供給の確保並びに脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進（２／２））

GXグループ長 龍崎 孝嗣

目標（ミッションステートメント）
2050 年カーボンニュートラルなどの国際公約達成と、我が国の産業競争力・経済成長の同時実現に向けて、ＧＸを前倒し・加速化するため、
2032年度までの10年間で150 兆円超の官民ＧＸ投資を実現する。

主要な目標

目標１：2032年度までの10年間で150兆円超の官民ＧＸ投資を実現する。
目標２：2030 年度の温室効果ガス 46％削減に向けた取組や 、2050 年カーボンニュートラル実現に向けた取組を推進する。

目標に対する評価と今後の対応 目標（ミッションステートメント）に対する評価について、主要目標等や進捗等を踏まえ、簡潔に記載。

・目標達成に向けた具体的方策についてGX実行会議等で議論。また、2023年5月にGX推進法、GX脱炭素電源法が成立するとともに、GX推進
法に基づき、同年７月にGX推進戦略を閣議決定。目標達成に向けて、下記の各種施策を着実に実行中。

・世界初の国によるトランジション・ボンドであるGX経済移行債を発行。また、GX推進機構が2024年７月に業務開始。

・2023年末に分野別投資戦略を取りまとめ、GX経済移行債を活用した投資促進策を展開（EV、革新電炉を用いたグリーンスチール、持続可
能な航空燃料（SAF）等の戦略分野における生産販売量に応じた新たな税制措置（戦略分野国内生産促進税制）の創設を含む）。また、革
新的技術開発を推進するグリーンイノベーション基金により、ペロブスカイト太陽電池やアンモニア専焼等の分野で世界トップレベルの技
術開発が進展。

・排出削減に積極的な企業群からなる「ＧＸリーグ」では、700者超が参画し我が国の排出量の５割超をカバー。2026年度の排出量取引制度
の本格稼働に向け、一定規模以上の排出を行う企業の参加義務化や個社の削減目標の認証制度の創設等を視野に法定化を検討。また製品の
排出削減の指標であるGX価値について、見える化や評価基準の国際標準化など、GX価値を持つ製品の需要創出・拡大のための市場環境整
備に取り組む。

・成長志向型の資源自律経済戦略を踏まえ、サーキュラーパートナーズ（CPs）を立ち上げ、情報流通プラットフォーム、地域循環モデル構築等
の議論を深めた。また、同戦略に基づき、資源循環経済小委員会において、3R関連の法制の拡充・強化について検討を行った。

・本年4月の日米首脳会談において気候変動対策の加速化等を盛り込んだ共同声明を発出するとともに、同月にGX推進戦略と米国インフレ削
減法（IRA）に関する閣僚政策対話を開催。さらに、昨年12月のCOP28では、各国の異なる状況、道筋、アプローチを認識した上で、削減
に取り組むことの必要性について認識された。アジア・ゼロエミッション共同体（AZEC）を通じ、アジア大での脱炭素市場を創出するべく
パートナー国との政策協調に取り組んでいく。

・引き続き、成長志向型カーボンプライシング構想をさらに具体化し、20 兆円規模の大胆な先行投資支援を実行する。合わせて、それらが新
たな市場・需要の創出に効果的につながるよう、規制・制度的措置を一体的に講じていく。

・今後10年程度の見通しに加え、できる限り事業環境の予見性を高め、我が国の成長に不可欠な国内投資を後押しするため、エネルギー、産
業構造、産業立地、市場創造を総合的に検討し、より長期的視点に立ったGX2040のビジョンを2024年度中をめどに策定。









主な関連施策 推進体制（主担当課室）

【GX経済移行債の発行、トランジション・ファイナンスを通じた官民GX投資の推進】
・2023年度から10年間で、20兆円規模のGX経済移行債の発行を通じた政府支援を実施。
・トランジションボンド／ローンの調達額増や国際認証を通じたトランジション・ファイナンスの推進。
・GX推進機構による債務保証等の金融支援を通じたブレンデッド・ファイナンスを推進。
・GI基金を通じた、企業による革新的技術の研究開発から実証及び社会実装に向けた取組への支援を実施。

環境金融室・脱炭素成長型経済
構造移行投資促進課・エネル
ギー・環境イノベーション戦略
室

【脱炭素価値の需要開拓】
・成長志向型カーボンプライシング構想の具体化：より炭素排出の少ない形で生産された製品の付加価値
を向上すべく、化石燃料賦課金、排出権取引の有償オークションの導入に向けた具体的検討（法改正含
む）。

・カーボン・クレジット市場の活性化（Jクレジット累積認証量の拡大等）。

環境経済室・GX推進企画室

【脱炭素に向けた産業界の取組の推進】
・GXリーグの段階的発展（参加企業数の拡大及び参加企業によるコミットメントの強化）
・エネルギー利用に係る環境負荷を低減させる事業適応計画の認定及び税制等による関連投資支援
・カーボンフットプリントの算定・表示・公表の推進（CFPレポートの作成及び公共調達への反映に関す
る検討）

・GX価値の見える化や評価基準の国際標準化等に向けた検討。

環境経済室・GX推進企画室

【国際ルール形成等】
・二国間クレジット制度（JCM）等を通じた国際協力の拡大
・COP等の国際会議やAZEC等の国際枠組みを活用した、温暖化対策に係る日本の貢献（海外の産業脱炭素
化及びそれを通じた削減貢献、技術協力及び日本の技術発信、適応ビジネスの海外展開等）に係る案件
の組成及び発信

地球環境対策室

【成長志向型の資源自律経済の確立】
・「サーキュラーパートナーズ（CPs）」の立ち上げ・活動推進
・トレーサビリティ確保のためのデータ流通を促す情報流通プラットフォームの構築
・地域特性を踏まえた地域循環モデルの構築支援
・産業構造審議会の下に「資源循環経済小委員会」を立ち上げ、3R関連の法制の拡充・強化について検討。

資源循環経済課

関連する予算、税制等の全体像

【令和５年度補正予算】8,547億円（国庫債務負担行為含め、9,662億円） ※GX投資促進等を目的とした他局執行予算を含む
【令和６年度当初予算】6,429億円（国庫債務負担行為含め、2兆3,641億円）   ※GX投資促進等を目的とした他局執行予算を含む
【令和６年度税制改正】

戦略分野国内生産促進税制の創設
カーボンニュートラル投資促進税制の拡充・延長


